
                                                                                                                             

 

 

 

「特別協定改定期にあたっての申し入れ」を提出 
 

2026 年６月５日（金）に実施した拡大団体交渉の前段において、紺谷
こ ん や

智
さと

弘
ひろ

中央執行

委員長は、小泉進次郎防衛大臣宛て「特別協定改定期にあたっての申し入れ」文書を

末富理栄
す え と み り え

地方協力局次長に提出しました。 

 

冒頭、紺谷委員長は「今後、日米両政府に

おける特別協定改定協議が本格化するものと

承知するが、本年２月 19 日に小泉防衛大臣

を表敬した際に、次期協定が労務費負担の安

定的継続と駐留軍等労働者の労働条件改善に資するものとなるよう、直接、口頭にて要請させ

ていただいた。本日あらためて、文書にて申し入れるので雇用主責任をしっかり果たしてもら

いたい」と述べました。末富次長は「現行の特別協定については、2027 年３月 31 日までの５

年間となっている。同盟強靱化予算（ＨＮＳ）に係る交渉は開始しておらず、日米間協議に関

しては、現時点で何ら決まっていない。在日米軍施設・区域で勤務している基地従業員は、在

日米軍の円滑な運用を支えており、基地従業員の雇用の安定に資するため、労務費の負担につ

いては大変重要なものと認識しており、次期特別協定に関する日米間協議においては、基地従

業員の雇用の安定確保に努めるとともに、労働条件の改善に向けて取り組んでいく」と回答し

ました。 
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末富地方協力局次⾧（右）に「特別協定改定期にあたっての

申入書」を手交する紺谷中央執行委員⾧（左） 

小泉進次郎防衛大臣（左）と意見交換する紺谷中央執行

委員⾧（右） －2026 年２月 19 日、大臣室にて－ 
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特別協定改定期にあたっての申し入れ 

 

 

  平素より駐留軍等労働者の諸課題解決にご尽力をいただいておりますことに、深く敬 

意を表します。 

 

  さて、2022 年１月に調印された在日米軍駐留経費負担（「同盟強靱化予算」）に係る現 

特別協定は、2027 年３月 31 日で５年間の期限を迎えることから、今後、次期特別協定の 

改定協議が本格化するものと拝察いたしております。 

  本協定に基づく我が国の労務費負担は、この間の実本協定に基づく我が国の労務費負担は、

この間の実績が示しておりますように、在日 

米軍の安定的かつ円滑な運用を支える不可欠の基盤であり、抑止力の維持・強化の観点 

らも極めて重要であります。駐留軍等労働者は、基地機能の維持、部隊の即応態勢の確 

保、安全管理、施設維持、医療、福利厚生サービス等、多岐にわたる分野において専門的 

役割を担っており、その安定的雇用と処遇の確保なくして同盟の実効性は成り立ちませ 

ん。 

 

  我が国を取り巻く安全保障環境が厳しさを増す中で、抑止力の実効性を支えるのは「人」 

であります。駐留軍等労働者が誇りと安心を持って勤務できる環境の整備は、同盟強靱 

化そのものに直結する課題であります。 

 

  つきましては、次期協定が労務費負担の安定的継続と駐留軍等労働者の労働条件改善 

に資するものとなるよう、以下の点に留意した継続措置を執っていただくよう強く申し 

入れます。 

 

(１) ＩＨＡを含めた労務費負担の対象範囲を維持するとともに、雇用安定並びに労働条件改

善に資する上限人員数を確保すること 

 

(２) 1991 年１月 17 日の第 659 回日米合同委員会での合意、いわゆる「国内法令遵守、国家公

務員準拠」の完全履行を実現すること 

 

(３) 労務管理体制とりわけ人事措置、賃金・労働条件等は、雇用主責任で決定できる体制を確

立するよう努めること 

 

以 上 


